
問い合わせ対応体制

日本のお客様の商品購入前のご相談や、購入後の使い方に関するご相談は、「お客様ご相談セ

ンター」にて対応しています。お客様ご相談センターでは、日曜、祝日、正月三が日を除き月曜日

から土曜日の9時から18時まで受け付けるとともに、商品別の電話番号を用意し、電話がつな

がりやすく、的確 ・ 迅速なサービスを行える体制を整えています。

また、 電話というアナログな接点だけでなく、 メールやWebサイト ・ FAQ、SNSなどの当社

サービスセンター

お客様対応の仕組み （2026年8月現在）
※家電商品の例

（海外） お客様

コールセンター

認定サービス店

海外販売会社・代理店・
地域マーケティング

事業会社

（日本） お客様

販売店

コールセンター サービス部門

販売会社

カスタマーリレーション

お客様満足度向上
パナソニックグループは創業以来、「お客様大事を基本に製品やサービスを通じて社会に貢献

する」ことを目指し、 カスタマーサービス（CS）向上に向け、 世界中のお客様のくらしを豊かにす

る商品やソリューション、 サービスを提供しています。 またカスタマーサービスは、 創業者の言葉

より伝わる「真のサービス」のCS理念に基づいて、 誠実、 正確、 迅速を心がけ、 謙虚な姿勢と感

謝の念を持って対応し、お客様に信頼と安心、喜びを提供することを基本としています。

サービス理念（真のサービス）

お客様の喜びは私たちの喜び

喜び、喜ばれる姿の中にこそ、真のサービスがある

商売にはサービスがつきものである。サービスをともなわぬ商売は、もはや商売ではない。

その意味においては、サービスは商売人にとっての一つの義務とも言える。しかし、これを

単なる義務としてのみ受けとり、仕方なしにやむを得ずやっているとしたら、これほど疲れ

ることはない。 こちらが疲れるだけでなく、 お客様にもその“仕方なさ”が自然に通ってし

まう。

サービスは相手を喜ばせるものであり、 そしてまたこちらにも喜びが生まれてこなければ

ならないものである。喜び喜ばれる姿のなかにこそ真のサービスがあると言えよう。

松下 幸之助

昭和42年PHP誌8月号

方針

パナソニックは、 お客様からのご相談やご不満に対して全社として適切な対応が行えるよう、

ISO10002／ JIS Q10002に準拠した「お客様対応業務規程」を定め、 日本国内のグループ

会社に適用しています。また、この規程の中でお客様対応基本方針を以下のように定めています。

•すべてのお客様に、最高の満足をお届けする。

•お客様により近づき、その声を経営に活かす。

上記規程および、方針に基づき、日本国内の各事業場において、お客様からの情報を経営に活

かす仕組み「お客様マネジメントシステム」を構築し、定期的な自己監査の実施等でお客様対応の

品質向上に努めています。また海外でも、「お客様対応業務規程」をベースに、各国／地域の法制

度に則り、ISOに準拠したマネジメントシステムを構築しています。

責任者・体制

当社グループのお客様対応の責任者は、グループ ・ チーフ ・ テクノロジー ・ オフィサー （グル

ープCTO）の執行役員です。（2026年8月現在）

当社グループのCS活動は、7つの事業会社のカスタマーサービス（CS）部門が連携し取り組

んでいます。 また海外においても世界各地の販売会社CS部門から現地のサービス ・ 品質情報、

お客様のご要望等の情報を収集し、 製品品質や安全性の確保に努めるとともに、 各市場のお客

様のニーズに合わせた商品開発に取り組んでいます。

国内外のCSスタッフは、それぞれに蓄積した知識やノウハウを共有することで、世界各地で、

より良いカスタマーサービスを提供できるよう努めています。
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グループとの直接的なデジタル接点および、 検索AI （生成AI）を通じての間接的なデジタル接

点など、 多種多様なお客様接点を活用し、 お客様（生活者）の実態 ・ お困りごと ・ 不満 ・ 期待を

継続的に捉えることを目指しています。

例えばWebサイトからのお問い合わせでは、 お客様が質問を入力すると、 関連する複数の

FAQ （よくあるご質問）を表示し、ご質問に迅速に対応できるよう努めています。FAQの内容に

ついては、お客様の検索キーワードや閲覧回数の分析により、必要とされる情報を迅速･的確に

表示できるよう精度向上を図っています。同時にAIボイスボットを導入し24時間365日対応を

目指しています。 また、X、 インスタグラムおよび、FacebookなどのSNSを通じて、 季節の変

わり目等に各種お役立ち情報を発信したり、LINEの自動応答サービスから関連のFAQへ誘導し

たりするなどの取り組みを行っています。 このように、お客様が「お客様ご相談センター」に問い

合わせされる前に問題解決できる仕組みを整えることで、「お客様ご相談センター」での相談件数

は減少傾向にあります。 また、海外においては、国あるいは地域ごとに「コールセンター」を運営

し、お客様の各種ご相談への対応や、修理受付を行っています。さらに、各国のWebサイトでも

FAQを提供し、日本と同様に、お客様ご自身で問題を解決できる仕組みづくりに努めています。

修理サービス体制

日本の家電商品の修理サービスは、 パナソニック マーケティングジャパン（株）内のCS社（修

理 ・ 部品サービス部門）が担当しています。また住宅設備系商品は、パナソニック テクノサービス

（株）が担当しています。 これらサービス会社は全国にネットワークを設け、 地域密着のもと高度

な技術とノウハウを備えたカスタマーエンジニアが常駐し、お客様からの修理のご依頼に対して、

「迅速 ・ 確実」な出張修理サービスを行っています。修理受付は24時間365日の体制を整備し、

特に生活必需品のトラブルについては一刻も早い修理サービスの提供に努めています。

•パナソニック マーケティングジャパン（株） CS社および、関連会社サービス拠点数

99カ所（2026年4月現在）

•パナソニック テクノサービス（株）サービス拠点数

37カ所（2026年4月現在）

修理サービス窓口強化の取り組み

日本の家電商品では、 お客様が修理を依頼される際の利便性向上を目的に、 宅配便による修

理品の受け渡しや、Webサイトでの受付体制を整えています。

お客様が安心してWeb修理サービスをご利用いただけるよう、お申し込み前にWebサイト上

で修理診断ができる仕組みを備えています。修理診断では、お持ちの商品の品番を入力し、該当

する症状を選択することで、お困りごとの解決に役立つ方法をご案内します。修理が必要と診断

された場合や、お困りごとが解決しなかった場合には、修理サービス料金の目安を確認でき、そ

のまま修理のお申込みまで行うことが可能です。

グローバルな修理サービス拠点

海外におけるお客様対応は、 当社グループの販売

会社あるいは、 販売代理店が運営するコールセンタ

ーやサービスセンターあるいは、 販売会社や販売代

理店が委託する、委託先コールセンターやサービス認

定店が、 現地のお客様のニーズ ・ 商習慣に合わせた

サービスを提供しています。また、お客様に提供する

修理サービス ・ お問い合わせへの対応を通じ体験価

値向上を目指す取り組みを各国で強化しています。

さらにソーシャルメディア上でのお客様とのコミュニ

ケーションにも取り組んでいます。

お客様対応後にはアンケート調査によりお客様の

ご意見を伺い、より良いサービスの提供を目指し改善に取り組んでいます。 近年は、環境への意

識の高まりを受け、商品リサイクルによる廃棄の削減、FAQの充実や改善 ・ 遠隔診断による訪問

修理の削減などを通じ、アフターサービスの分野における環境貢献施策に注力しています。また、

欧米を中心に法制化がすすむ“修理する権利”に準じて、 お客様に情報やモノを提供できるよう

体制を整えています。

※1	日本 ： パナソニック マーケティングジャパン（株） CS社および、関連会社、パナソニック テクノサービス（株）

法人向け事業のCS体制

電気設備関連商品

照明、情報機器、電設資材、そして太陽光発電 ・ 蓄電設備等のエネルギー関連商品に関する法

人向けお問い合わせ窓口では、 お得意先様（パートナー）からの施工や設置 ・ 設定でのお困りご

とを日曜、 祝日、 正月三が日を除き、 月曜日から土曜日の9時から18時まで受け付けるととも

に、迅速に対応できる体制を整えています。

業務用機器

映像、セキュリティ、情報通信、産業空調等業務用機器分野では、各分野の販売会社がお客様

のニーズに合った機器 ・ システムのご提案から設計 ・ 施工、お問い合わせ、修理サービスに至る

まで一貫してサポートし、CS向上に取り組んでいます。

業務用ソリューション

業務用ソリューションを担当する販売部門、当社グループの販売会社や、当社商品の販売パー

トナー様によって、お客様ごとに異なるニーズを把握し、お客様の「現場」の業務最適化や生産性

向上を実現するソリューションをシステム構築、販売、施工、保守、修理、運用サービス、クラウド

修理サービス拠点数（2026年度）

地域 修理サービス拠点数

日本※1 136

北米 389

中南米 600

欧州・CIS 1,031

東南アジア・大洋州 1,593

インド・南アジア・中東阿 686

中国・北東アジア 3,024
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STEP1

お客様からのご質問・ご相談に

お応えいたします

STEP2
お客様の声を確認します

毎日お客様から寄せられる電話や手紙等のご質問

やご相談を、お客様ご相談センターでお応えして

います。営業部門からも、セールスやお得先を通じ

てお客様の声を頂戴しています。

毎日お客様から寄せられる声を記録、データベー

ス化し、分析をしています。

STEP3
お客様の声から改善点を検討しています

STEP4
お客様の声に学び、商品や説明書等を

改善しています

お客様の声から、商品の使いやすさや取扱説明書

の見やすさなどでお困りの状況を分析し、改善す

べき課題を検討しています。

抽出された課題について、商品の開発や取扱説明

書を作成している部門で検討会を開き、より良い

商品やサービスを提供できるように取り組んでい

ます。

※2	消費者月間

消費者保護基本法（消費者基本法の前身）が昭和43年5月に施行されたことから、その施行20周年を機に、

昭和63年から毎年5月が「消費者月間」とされた。毎年5月には、消費者、事業者、行政が一体となって、消

費者問題に関する教育 ・ 啓発等の事業を集中的に行っている。

また国内では、お客様対応の満足度を評価する指標としてNPS （顧客推奨度）調査を活用し、

顧客体験向上の継続的な改善につなげています。

海外では、NPS調査や、修理後のアンケート調査により、顧客接点のひとつであるサービス認

定店やサービス技術者に対する評価を行い、お客様対応の改善に取り組んでいます。

障害者差別解消法への対応

2024年4月1日に改正された障害者差別解消法（事業者による合理的配慮の提供の義務化）

を踏まえ、当社グループでは、障害のある方への適切な配慮の提供に取り組んでいます。障害の

ある方からの申し出に対しては、個々の状況に応じて丁寧に対話を行い、どのような対応が可能

かを検討 ・ 実施しています。

多様なお客様と共に創る活動： 

インクルーシブデザインの推進

社会やくらしの在り方が多様化し、これまで意識されてこなかった課題を解決することが求め

られていることから、多様な経験をされてきた方々と対話を重ね、今まで見落とされていた声に

耳を傾け、ともに解決策を考えるインクルーシブデザインを推進しています。

パナソニックでは創業以来、「人にやさしいモノづくり」を創業以来のDNAとして大切にしてい

ます。 これを軸に、 社会の多様性に寄り添い、 未来を見据えながら取り組みを進化させるため、 

2003年に制定した社内規定「ユニバーサルデザイン業務規程」を、2025年2月に「インクルー

シブデザイン ・ ユニバーサルデザイン業務規程」へと改定しました。この規定では、インクルーシブ

デザインのミッション、ビジョン、5つの行動指針、達成要件を定め、全社で推進しています。詳し

くは「品質向上と製品安全の確保」章の「インクルーシブデザイン ・ ユニバーサルデザインの推進」

（P83）をご参照ください。

 パナソニックのインクルーシブデザイン
https://holdings.panasonic/jp/corporate/inclusivedesign.html

「お客様月間」の取り組み

日本では、 今後より一層お客様へのお役立ちが重要に

なっていると考え、 国が定めた5月の「消費者月間※2」に

合わせ、5月を「お客様月間」として毎年取り組みを実施

しています。事業会社ごとに、「トップメッセージ発信」、「お

客様月間ポスター」の作成などの取り組みを通じて、全従

業員にお客様月間の意義を徹底し、 一人ひとりの意識向

上、 行動変容につなげ、「お客さま起点で考える」を実践

することを目的としています。

パナソニック（株） 2026年度お客様月間

ポスター

STEP3
お客様の声から改善点を検討しています

お客様の声から、商品の使いやすさや取扱説明書

の見やすさなどでお困りの状況を分析し、改善す

べき課題を検討しています。

STEP1

お客様からのご質問・ご相談に

お応えいたします

毎日お客様から寄せられる電話や手紙等のご質問

やご相談を、お客様ご相談センターでお応えして

います。営業部門からも、セールスやお得先を通じ

てお客様の声を頂戴しています。

STEP4
お客様の声に学び、商品や説明書等を

改善しています

抽出された課題について、商品の開発や取扱説明

書を作成している部門で検討会を開き、より良い

商品やサービスを提供できるように取り組んでい

ます。

STEP2
お客様の声を確認します

毎日お客様から寄せられる声を記録、データベー

ス化し、分析をしています。

サービスまでトータルでご提供しています。CS活動においてはご相談窓口、修理サービス、保守

メンテナンス等お客様との接点から信頼関係を構築し、お客様のお困りごとに継続的なサポート

を迅速に提供し、対応できる体制を整えています。

お客様の声を商品・サービスへ反映する活動 

（VOC活動）

当社グループは、お客様の声（Voice Of Customer （VOC））をAIやテキストマイニングツ

ールを利用した解析などを駆使し、全体傾向や有益な情報を素早くつかむことで、事業活動の改

善に役立てています。

お客様の声には、「お客様ご相談センター」にいただいたご意見、セールスやお得意先様（パー

トナー）、ショウルーム、サービス会社を通じて頂戴したお客様の声が含まれます。分析結果は、商

品企画 ・ 設計 ・ 技術 ・ 品質部門およびマーケティング ・ 販売部門と連携しながら、商品開発や機

能、品質、取扱説明書やカタログの改訂、営業活動等の改善に活用しています。当社グループでは、

このようなVOC 活動をお客様満足向上のためのパナソニックグループの経営基本方針の実践と

考え、全従業員がすべての仕事の中で取り組むべき活動として推進しています。
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https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2026j-safety.pdf#quality_safety_inclusive_design
https://holdings.panasonic/jp/corporate/inclusivedesign.html
https://holdings.panasonic/jp/corporate/inclusivedesign.html


責任ある広告・宣伝活動
企業の広告 ・ 宣伝活動は、社会に対してブランド ・ 商品 ・ サービスを広く知らしめる効果を有

すると同時に、 多様性の視点や影響を受けやすい子どもへの配慮などが不十分な広告表現によ

って、一般消費者にマイナスの影響を与える可能性があります。さらにその影響は、ソーシャルメ

ディアの発達により、広告 ・ 宣伝活動を行った国 ・ 地域だけでなくグローバルに広がることが想

定されます。そのため、企業は自社のコミュニケーション活動において、常に高い規範意識や倫理

観を持ち続ける必要があります。

創業者 松下幸之助の、「良い商品ができれば、メーカーには、それをより早く、広く、正しくお

客様にお伝えする義務があり、そのための宣伝活動である。」との考え方を受け継いでいます。ま

た、 今日では、 商品のみならず、 様々な企業活動について広く社会にお伝えしていくことも重要

な社会的責任となっています。 これについても同様の考え方のもと、 取り組んでいます。 日々の

広告制作（テレビCMや新聞・デジタル広告等を作る作業）においては、創業者の考え方を踏まえ、

以下内容を基本指針、心構えとして取り組んでいます。

• 広告 ・ 宣伝活動は、企業活動における重要な社会的使命である

• 企業の「こころ」を伝える活動である

• 事実を正しく、お客様が理解しやすいように

• 不快感を与えたり、迷惑をかけたりしない

• 常に創意工夫をする

• 高い見識、技量、熱意で取り組む

方針

正確かつ誠実な社外への情報発信およびコミュニケーションは、社会やお客様からの信頼の大

前提であり、ブランド価値を守り向上させていくために必要不可欠との認識のもと、パナソニック

グループでは「パナソニックグループ コンプライアンス行動基準」の中で、社会とのコミュニケーシ

ョンについて以下の通り定めています。

•	私たちは、広報・宣伝等のコーポレートコミュニケーション活動を通じて、当社の経営基本方針、

そして、製品 ・ サービスや技術等に関する公正かつ正確な情報を広く社会の人々にお知らせす

ることにより、ブランド価値の向上に努めます。同時に、常に社会やお客様の声に耳を傾け、そ

れらを謙虚に受け止め、適切に事業活動に反映していきます。

•	私たちは、多様性を尊重し、常に事実に基づく表現を基本として、コーポレートコミュニケーシ

ョン活動を行います。社会的差別につながるもの、他を中傷したり個人の尊厳を損なうものは

表現の対象としません。

また、「全社ブランド基本規程」 「デジタルメディア運用規程」 「パナソニックグループ ソーシャ

啓発活動による社会課題への対応

日本では、 喫緊の社会課題でもある「地球温暖化対策」や「脱炭素化」に向けたESG活動の一

環として、 主に自治体や法人 ・ 企業と連携し「環境教育」をテーマに地域社会に対する啓発講座

を受託運営しています。

「環境」や「エネルギー問題」等、消費者にとって関心が高く、かつ社会性の高いテーマについて、

参加者自らが地域社会の一員として取り組むべき内容について理解し、意識醸成から行動につな

がることを目指して取り組んでいます。特に、最近は親子で一緒に学ぶスタイルが増えており、難

しいテーマを生活シーンに落とし込んで、「省エネ」や「自然エネルギーの活用」など、身近な内容

で楽しく分かりやすく学んでいただいています。また、行政が主催する「環境イベント」にも積極的

に参画し、幅広く啓発活動に取り組んでいます。

また、社会から信頼される企業であり続けるため、行政機関、業界団体、関係機関との建設的

な対話を重視した渉外活動に取り組んでいます。　本活動を通じて、社会活動や政策動向を的確

に捉え、事業活動を通じた持続可能な社会の実現に貢献するとともに、中長期的な企業価値の向

上につなげることを目的としています。

主な取り組みは、 関係省庁や自治体、 業界団体との意見交換や情報収集を行い、 法制度や社

会的要請の動向を把握し、事業戦略や取り組みに反映しています。　また、消費者保護、製品安全、

表示 ・ 広告に関する制度動向について、CS活動や品質 ・ 安全の取り組みに繋げ、お客様の信頼

と安心の確保に活かしています。また、業界団体の活動への参画を通じて、消費者教育にも取り

組んでいます。

 家電お役立ち情報
https://panasonic.jp/support/useful.html

日本国内向け自社Webサイトで、 電気の基礎知識、 家電製品に関わる法規や処分（リサイクル）の他、 家電製品の

防災対策や自然災害発生時の家電製品取扱いの注意点等を紹介しています。

 家電製品を安全にお使いいただくために
https://jpn.faq.panasonic.com/app/answers/detail/a_id/62005

家電製品を安心して末永くご使用いただくための正しい使い方の他、実際にあった一般的な事例を題材に、お客様

に安全に関する理解を深めていただく情報も提供しています。
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公正な広告・宣伝活動の推進

広告の制作過程においては、 世界各地域における各種の関係法規 ・ 業界規制等に基づき、 お

客様に誤解や誤認を与えないよう確認する仕組みを構築しています。例えば、日本国内において

は、 広告制作に携わる専門人材を育成、 配置し、 表現やリスク回避の経験 ・ ノウハウを集積する

とともに、制作パートナー企業とリスクのスクリーニング、メディアや広告代理店による表現考査、

事前調査等を行っています。また、必要に応じて法務部門の確認を仰ぐ体制を整え、「景品表示法」

等の各種広告法規、公益社団法人日本アドバタイザーズ協会の「倫理綱領」、各メディアの考査規

準等を順守しています。さらに、子どもの教育上の配慮に欠ける表現、健全な学びや成長を妨げ

る恐れのある表現 ・ 演出は用いず、 児童を広告表現に起用する際には、 関連法令を順守した撮

影や制作を行っています。

これらの徹底のため、 日々の業務でのOJT、 あるいは大きな法改正時等においては社内研修

会を実施し、担当者への周知 ・ 啓発に努めています。加えて外部団体による研修 ・ セミナー等へ

の参加や、必要に応じて外部専門家へヒアリングも実施しています。

なお、 昨今話題となっているWebサイトやSNSでの詐欺広告等を防止する取り組みとして、

恒常的なモニタリングによる早期発見および対応を検討できる体制を日本において整備していま

す。 これにより、当社を騙った詐欺広告、それを掲載するWebサイト等の早期発見、誤った情報

や関連のコメントの拡散防止など、犯罪被害拡大につながる事態を未然に防ぐことができるよう

努めています。 業界団体や関係省庁、媒体社等とも連携し、法務、知財、情報システム、ブランド

等のグループ内関連部門が協力しながら適切な対応を行っています。

模倣対策への対応

商標を不正に活用して製造 ・ 販売される、 いわゆる「模倣品」の問題が増えている中、 当社ブ

ランドも悪質な模倣の対象となり、お客様が誤って購入されるケースがあります。 電気製品にお

ける模倣品の存在と危険性、 純正品を見分けるポイントなどを、WebサイトやSNSにおいて一

般消費者に発信 ・ 開示する活動も中国、アジア、日本で展開しています。 詳しくは「知的財産」章

の「模倣対策」 （P92～93）をご確認ください。

パナソニック ホールディングス（株） /

パナソニック オペレーショナルエクセレンス（株）

ブランド ・ コミュニケーション部門

グループとしての企業宣伝

各事業会社

事業会社における

企業宣伝 ・ 商品宣伝

パーパス （企業の存在意義、 経営基本方針）、 各種企業活動

ルメディアガイドライン」 「知的財産基本規程」 「情報セキュリティ業務規程」等を制定し、コミュニ

ケーション活動においても、これらの全社規程に則り、第三者の知的財産、アイデンティティやプ

ライバシーを尊重すること等を定めています。

責任者・体制

広告・宣伝活動は、グループのチーフ・クリエイティブ・オフィサー（CCO）が担当します。（2026

年4月現在）

パナソニック ホールディングス（株）およびパナソニック オペレーショナルエクセレンス（株）の

ブランド ・ コミュニケーション部門がグループとしての企業宣伝を担当、 各事業会社が事業会社

における企業宣伝 ・ 商品宣伝を担当し、宣伝職能が連携しながら推進しています。
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